


































Business succession in small and medium-sized companies 


































 わが国の人口は、2008 年の「人口推計」において減少に転じ、2010 年に実施された「国
勢調査」は、人口減少社会となって最初の調査となった。最近では、毎年人口約 20 万人の
中小規模の都市が、1 つずつ消滅するような人口減少社会となった。また、2014 年 5 月に















－ 2 － 
は、置き去りにされているような感覚も覚えざるをえない。それは後継者不在による廃業
が、年間 7 万社を超え、雇用喪失は年間 20~30 万人に達しているとされているためである
（中小機構『中小企業振興』2014.3.1）。また、代表者と筆頭株主が同じである「オーナー
企業」で 65 歳以上の人が代表者である企業では、約半数が後継者不在であり（帝国データ





















 図表 1 について、2009 年と 2012 年の全産業における全規模(大企業と中小企業・小規模
事業者の合計)を見ると、わずか 3 年で 421 万者から 386 万者へと 35 万者減少し、割合で
は 8.3%減少している。中小企業と小規模事業者を比較すると、35 万者減少し、うち小規
模事業者の比較をすると、32 万者減少している。そして、全産業において、中小・小規模
事業者の減少割合は、わずか 3 年で 8.3%も減少している。これらの数字には、新規に起業








































中小企業庁が 2013 年 12 月 26 日に公表。 
（出所）中小企業基盤整備機構『中小企業振興』2014 年 1 月 15 日 
 
2) 海外における開業率と廃業率 
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 さらに 70 代経営者のほぼ半数が、事業承継準備が不十分であり、後継者の育成には最低
3 年を要することも指摘している。特に事業承継準備が不十分であるという中小企業経営










＜図表 4 事業承継に当たっての課題＞ 
            項目   割合（%） 
事業の将来性が不安 













栃木銀行調査、栃木県内企業 295 社が複数回答した結果である。 
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 事業承継政策の大胆な展開には、やはり経済的な負担が伴う。そこで 2014 年度の国家予
算(一般会計)では、事業承継を通じて「第二創業」を促進させるために、具体的には①開
業率 10%実現のために地域創業促進支援事業に 7.5 億円の予算化、②中小企業・小規模事
業者の革新では、中小企業再生支援協議会事業として「事業引継ぎ支援センター」全国展
開（8 カ所→24 カ所、44.4 億円（中小機構『中小企業振興』2014.1.15）を組み込んだ。そ
の上で、③親族内承継に対する支援を強化し、個人保証制度の見直しによる創業・事業承












































 京都府では、中小零細企業の事業承継に対して、資金融資を行っている。2009 年 4 月か
ら、京都府は事業承継する中小企業経営者向けに運転資金を融資し、有担保で 2 億円、無












合からの推薦があることが条件である。京都市では、2014 年度予算に 1 千万円を計上し、
1 件につき、50 万円以上かかる設備の改修や更新時に経費の 1/3 以内で 200 万円まで補助
することとしている（日本経済新聞地方経済面近畿 B2014.5.3）。 
 









年 10 月開設し、30 人程度の支援を見込んだ。②港区では、後継者育成をする経営者支援



















3 万社存在し、10 年前の 2 倍以上に増加した。事業承継について、中小零細企業の経営者
が相談するのは、彼らにとって身近な存在である税理士、公認会計士が一般的であり、地









る案件は 5 年に 1 回くらい」などということを仄聞すると、彼らが本当に事業承継の専門
家であると断言することはできない。これは仮にクライアントを 50 社持つ税理士が、これ
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でいる（日本経済新聞地方経済面長野 2014.3.12）。この背景には、長野県内の 2013 年の休

























2) 事業承継ネットワークの拡大   
 甲南大学では、「現役経営者と学ぶ 中小企業の世代交代と事業存続」の講座名で、全






























































































1) 改正産活法の背景と事業引継ぎ支援センターの設立  
 改正産活法では、事業の売却先を探している中小企業の円滑な事業承継を支援する「事
業引継ぎ支援センター」の全都道府県への設置を主として、「買い手」となる承継企業との










を他の企業に売却し、事業を引き継ぐことを指している（経済産業省中小企業庁 2013 年 4






























＜図表 7 事業引継ぎ支援センターの設置場所と設置時期＞ 








































を検討する企業を SBIC に紹介している。その後、SBIC は株式を買取り、事業承継時の資
金負担を軽減しようとしている。業務提携での支援対象は、資本金 3 億円以下の企業であ
る。また SBIC は、株式を引き受けた後、長期保有、経営相談や人材育成、株式上場支援
も実施している。これまで SBIC は、中小企業中心に 1,800 社への投資実績がある。他方、
SBIC は東邦銀行だけではなく、北海道に拠点を置く北洋銀行とも事業承継の連携で提携し
ている（日本経済新聞地方経済面東北 B2010.12.4）。 
















に静岡県商工会議所が 2012 年 1 月に開設した。前 3 センターは、2011 年秋から冬にかけ
て設置されたが、同センターは 2012 年新春になってからであった。ただ 2011 年夏には設
置に手を挙げ、準備は既に整っていた。 
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いるのが図表 8 である。 
 図表 8 からわかるように、静岡モデルでは静岡県内の銀行や信用金庫により金融機関連
絡会を組織し、これらからの情報を基盤として、県内における事業承継が展開されること
を示している。 






 金融機関等連絡会は、毎年 2 月、8 月以外に年間 10 回開催している。静岡県 3 地区で意
見を聞く形式で 4 回（参加者 10～20 人）、前回までの活動実績や個別案件などの相談をす
る 4 回はサブマネジャーが巡回形式で行い、2 回は全体会として中小企業庁からの後援者
を招いたり、セミナーを開催したり、懇親会を付けたりなどしている（参加者約 50 人）。
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3) 静岡県事業引継ぎ支援センターの特徴 
 静岡県事業引継ぎ支援センターの陣容は、統括責任者（プロジェクト・マネジャー）1























関係する納税資金を 3 千万円を上限に融資（融資利率は年 1.1%）、②基準金利に対して
0.87%を市が負担（2013 年 4 月 1 日から受付）、③静岡市内で事業を継続し、「事業引継ぎ
支援センター」の支援を受けて事業承継する案件、法人、個人事業主のいずれも利用可能、
融資機関は 10 年以内、融資枠設置せず（年間 10 件、約 3 億円の利用を見込む）などが中
心である。さらに静岡市は、外部専門家の支援により、事業計画を策定・実行する中小企








































 また、しばしば M&A は、従業員規模でいうと 20 名以上といわれることがあるが、この







 「後継者バンク」には、現在、起業希望者が 36 名と譲渡希望者 20 名が入っている。起





























＜図表 9 中小企業の主な事業承継方法＞ 















































































 本稿の作成にあたっては、静岡県事業引継センターでの聞き取り調査（2014 年 11 月 10
日）と事前に提供を受けた資料によるところが大きい。記して御礼を申し上げると共に、
誤謬は全て筆者の責任に帰するものであることを申し添えたい。 
 本稿は、平成 26 年度専修大学研究助成（第Ⅰ種：個人）「流通業における事業承継」に
よる成果の一部である。日頃の研究支援に対し、記して御礼申し上げたい。 
